
35

研究費の状況

 
⑤各国の科学技術政策の動向

出典：文部科学省資料などから作成

○ 諸外国では、具体的な数値目標を設定し、研究開発投資の大幅拡充に取り組んでいる。

イギリス
○

 

総研究開発費GDP比：

 

2014年までに

 

2.5％
（民間

 

1.7％）へ拡大
※計画当初（2004年）：1.71％
「科学・イノベーション投資フレームワーク（2004-2014年）」（2004.7）

EU
○

 

総研究開発費GDP比：

 

民間部門の研究開発環境を改善し、
2020年までに

 

３％ を達成
「欧州2020（2011-2020年）」（2010.3）

○

 

研究開発プログラム予算：

 

65％増加（前回プログラム比）
（43.8億ユーロ/年（FP6）→72.1億ユーロ/年（FP7）
「第７次フレームワークプログラム（FP7）（2007-2013年）」（2007.8）

アメリカ
○

 

総研究開発費GDP比：

 

３％

 

へ拡大
○

 

ハイリスク・ハイリターン研究や若手研究者支援等の
ため、NSF、DOE、NISTの予算：倍増
（97億ドル（2006年）→195億ドル（2016年）
「アメリカイノベーション戦略」（2009.8）、「アメリカ再生投資法」（2009.2）

中国
○

 

総研究開発費GDP比：2010年までに

 

２％以上、
2020年までに

 

2.5％以上
※計画当初（2006年）：1.42％
「国家中長期科学技術発展規画要綱（2006-2020年）」（2006.2）

韓国
○

 

総研究開発費GDP比：2012年までに

 

５％
（政府

 

1.25％、民間

 

3.75％）

 

へ拡大
※計画当初（2007年）：3.47％

○

 

政府の研究開発投資：2012年までに

 

1.5倍（2008年比）
「第２次科学技術基本計画（2008-2012年）」（2008.8）
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2020年度までに官民合わせた研究開発投資をGDP比の４％以上にする。そのため、政府

 の関与する研究開発投資を第４期科学技術基本計画に沿って拡充することとし、効果的、効

 率的な技術開発を促進するための規制改革や支援体制の見直し、官民連携の強化、民間研

 究開発投資への税制優遇措置など研究開発投資の促進に向けた各種施策を検討・実施す

 る。

17．研究開発投資の充実

出典：新成長戦略～「元気な日本」復活のシナリオ～

研究費の状況

 
⑥投資目標１

新成長戦略

 

～「元気な日本」復活のシナリオ～

こうした状況の下で、第２期基本計画期間までの科学技術振興の努力を継続していくとの

 観点から、政府研究開発投資について、第３期基本計画期間中も対ＧＤＰ比率で欧米主要

 国の水準を確保することが求められている。この場合、平成１８年度より２２年度までの政

 府研究開発投資の総額の規模を約２５兆円とすることが必要である。
（注）上記は、第３期基本計画期間中に政府研究開発投資の対ＧＤＰ比率が１％、上記期
間中におけるＧＤＰの名目成長率が平均３．１％を前提としているものである。

４．政府研究開発投資

第３期科学技術基本計画

第１章

 
基本理念

出典：第３期科学技術基本計画

Ⅴ．科学・技術・情報通信立国における国家戦略プロジェクト



37出典：第１期科学技術基本計画

研究費の状況

 
⑥投資目標２

第１期科学技術基本計画

（２）政府の投資の拡充と効果的・効率的な資源配分
政府研究開発投資については、第１期基本計画期間中の対ＧＤＰ比率の推移を見ると、

 欧米主要国は低下傾向が継続する一方、我が国は着実に増加し、現時点では、ほぼ同水

 準に達しつつある。しかしながら、今後とも欧米主要国の動向を意識し、かつ第１期基本計

 画の下での科学技術振興の努力を継続していくとの観点から、第２期基本計画期間中も対

 ＧＤＰ比率で少なくとも欧米主要国の水準を確保することが求められている。この場合、平

 成１３年度より１７年度までの政府研究開発投資の総額の規模を約２４兆円とすることが必

 要である。
（注）

 
上記は、第２期基本計画期間中に政府研究開発投資の対ＧＤＰ比率が１％、上記

期間中のＧＤＰの名目成長率が３．５％を前提としているものである。

６．科学技術振興のための基本的考え方

第２期科学技術基本計画

第１章

 
基本理念

出典：第２期科学技術基本計画

「科学技術政策大綱」（平成４年４月２４日閣議決定）及び「構造改革のための経済社会計

 画－活力ある経済・安心できるくらし－」（平成７年１２月１日閣議決定）にいう政府研究開

 発投資の早期倍増については、２１世紀初頭に対ＧＤＰ比率で欧米主要国並みに引き上げ

 るとの考え方の下に、本計画の期間内に倍増を実現させることが強く求められている。この

 場合、平成８年度より１２年度までの科学技術関係経費の総額の規模を約１７兆円とするこ

 とが必要である。

Ⅴ．政府の研究開発投資の拡充

第１章

 
研究開発の推進に関する総合的方針
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